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Ⅰ はじめに 
 人間的で積極的な生活を送ることができる生活空間を維持し、高い自己実現・QOL を目指

すには「手段的自立」以上の高次活動能力が要求され、高次の生活機能を維持していくことが、

これからの長寿な高齢者が増加していく社会において目指していく必要があると考えられる。

高次生活機能を維持していくために、自治体等においてさまざまな方策がとられている。しか

し、人的・物的・経済的な資源は限られており、特別な予防対策により外出の機会を増やし効

果を求めるのには限界がある。「日常的な外出」の多くは高次生活機能の発揮を伴うものであ

り、高次生活機能の維持にも役立つのではないかと考えられ、高齢者の外出内容と高次生活機

能の関連を明らかにすることにより、高次生活機能を維持していくための具体的対策を樹立す

るための手がかりになりうるのではないかと考える。 
Ⅱ 先行研究のレビュー 
 高齢者の外出に関する研究の多くは、高齢者の交流や外出の実態、外出範囲などについての

ものである。高齢者の外出と健康との関連に関しては、外出頻度の低い高齢者は、身体、心理、

社会的な側面で健康水準が低いという結果が報告されている。しかし、外出内容と健康状態の

関連についての研究は横断的な検討が散見される程度である。社会活動性や社会関連性が高齢

者の ADL や IADL に好影響を与えていることは、国内外で多くの研究者により明らかにされ

ているが、外出内容が高齢者の高次生活機能へ及ぼす影響を縦断的に検討した研究はなされて

いない。 
Ⅲ．研究目的 
本研究は、4 年間の縦断研究により、普段の外出内容が高齢者の高次生活機能へ及ぼす影響

を明らかにすることを目的とする。 
Ⅳ 対象と方法 
新潟県 N 市Ａ地域に在住する 65 歳以上の高齢者を対象に 2002 年 9～10 月に面接聞き取り

法にて実施された高齢者総合健康調査の有効な回答を得た 1388 名中、寝たきり度 J の 1354
名（男 540 名 女 814 名）のうち、2006 年に実施した追跡調査の有効回答を得ることができ

た 932 名（男 358 名 女 574 名）を分析対象とした。 
橋本らの「社会活動指標」を参考に調査した外出内容および通院について、週１回以上外出

している人が５％以上の９項目を「日常的な外出」と操作的に定義した。外出項目を因子分析

した結果抽出された４因子の因子得点を独立変数とし、老研式活動能力指標および手段的自立、

知的能動性、社会的役割の下位尺度それぞれの４年間の変化量を従属変数に設定し、性および

年齢区分を固定因子、2002 年度の各得点を共変量として一般線形モデルに投入した。その際、

74 歳以下の前期高齢者と 75 歳以上の後期高齢者の 2 群に分け検討した。分析には SPSS16.0 
for Windows を使用し、有意確率 5％未満を有意差ありとし、有意確率 10％未満を傾向ありと

した。 
Ⅴ 結果 
外出頻度が高い日常的外出９項目を因子分析した結果、「近隣との関係」「余暇・楽しみ」「買

い物」「義務的な外出」という４つの因子に分類された。外出の内容が高次生活機能に及ぼす

影響を一般線形モデルにて分析した結果、下記の知見を得た。 
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１．「手段的自立」の維持向上には「買い物」が多いことが有意に関連し、「近隣との関係」が

多いことが関与する傾向が認められた。 
２．「知的能動性」の維持向上には、「買い物」および「近隣との関係」が多いことが関与する

傾向が認められた。 
３．「社会的役割」には「買い物」及び「義務的な外出」が多いことが機能の維持・向上に影

響していた。「義務的な外出」項目である「仕事（家事以外）」については外出頻度が高いほど

機能の維持向上に働くが、「通院」については頻度が高いほど社会的役割を低下させている可

能性が示唆された。「近隣との関係」は多いほど「社会的役割」を維持向上させる傾向がみら

れた。 
４．「老研式活動能力指標総得点」の維持向上には「買い物」が多いことが関与する傾向が認

められた。 
Ⅵ 考察 
 これまでの閉じこもり対策では人々が集える特別な場の創設がよく取組まれているが、本研

究により日常的な外出内容が高次生活機能に影響を及ぼしていることが明らかにされた。「買

い物」や「近隣との関係」などが高次生活機能によい影響を与えていることが明らかになった

ことから、今後これらの外出の意義を明らかにし、また介入研究を検討するとともに、身近な

日常的な生活に目をむけた支援方法を地域全体で検討していく必要があると考える。 
Ⅶ 本研究の限界と今後の展望 
本研究では、現病歴および既往歴、認知機能および健康度自己評価やうつ状態などの健康指

標、人々の生活環境等の社会的要因等の交絡因子となりうる情報を考慮して分析することはで

きなかった。今後これらと外出内容との関連を性・年齢の交互作用も考慮して検証していく必

要がある。さらに、外出行動には地域差がある可能性があることからも、外出項目の設定を慎

重に行うとともに、都市部を含め同様な調査をより多くの地域集団で行い、研究結果の妥当性

を検討していく必要があると考える。 
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